
実績（平成２８年１２月末現在） 到達目標数（平成２９年度）

１６２団体 １８０団体

５１団体
（事業者・事業者団体34、

消費者団体２、大学１３、その他２）
２０団体

　　　　　　 ５区市
（千代田区・新宿区・
　　　　　　江東区・葛飾区・八王子市）

１０区市町村

回数・時期等実績

1-1 
大学等との連携による消
費者教育

４７回
（16校、受講者数7,054人）

1-2
事業者・事業者団体との
連携による経営者向け啓
発の実施

３団体

1-3
事業者・事業者団体との
連携による企業向け出前
講座

新入社員向け ７回
(受講者数 307人）

中堅社員向け ４回
（受講者数　144人）

1-4
事業者・事業者団体、試
験研究機関等との連携に
よる都民向け講座

２回
（消費者志向経営、金融経済教

育、延べ受講者数255人）

マスター講座　５テーマ
教員講座　１０テーマ

教材展示１９団体
出前授業情報１５団体
（平成２８年７月、８月実施）

東京都消費者教育アクションプログラム　平成28年度取組実績

＜平成２９年度の到達目標＞

到達目標内容

平成２８年４月以降に新たに連携する団体の数

連携する団体等の数

消費者教育推進地域協議会又はそれに類する連携のための組
織を設置している区市町村の数

＜具体的な取組＞

テ
ー

マ

番
号 施策名

取組実績（平成２８年１２月）

主な取組

大学等との連携により、新入生ガイダンス等に東京都消費者啓発員（コ
ンシューマー・エイド）を出前講座の講師として派遣

事業者・事業者団体等の従業員向け消費者教育に関する自主的な取
組を促すため、積極的な取組を行っている団体等の事例をホームペー
ジ等に掲載し紹介

事業者・事業者団体との連携により、東京都消費者啓発員（コンシュー
マー・エイド）を企業の社員向け講座の講師として派遣

事業者団体等と連携し、一般都民向け講座等を実施

1-5

消費者団体、事業者・事
業者団体、民間ＡＤＲ機
関等との連携による消費
者教育を担う人材の育成

消費者問題マスター講座及び教員のための消費者教育講座に、消費者
団体、事業者・事業者団体から講師を迎え、消費者教育を担う人材育
成に連携して取組を実施

教員のための消費者教育講座において、事業者団体、民間ＡＤＲ機関
が作成した消費者教育教材を収集・展示するとともに、各団体・機関が
実施する出前授業に関する情報提供を実施

1
　
多
様
な
主
体
と
の
連
携

効果的な消費者教育の展開に向けた取組 

資 料  ３ 



回数・時期等実績

1-6

消費者団体・事業者団体
等が実施する消費者教育
や啓発事業に関する情報
発信

フェイスブックによる発信２２回
ツイッターによる発信１７回

共催講座開催　１３回
（受講者数236人）

４２回
(受講者数1,190人）

2-2
区市町村の消費者教育を
担う人材の育成支援

１３区市から民生・児童委
員、地域の消費者団体等
３０人を受入れ

2-3 消費者教育モデル事業
２１区市
２７事業

（平成25年度～平成27年度実績）

2-4
区市町村における消費者
教育推進地域協議会等
の設置への支援

平成２８年９月

回数・時期等実績

3-1
若者向け悪質商法被害
防止キャンペーン

平成２９年１月～３月
実施予定

3-2
若者向けに悪質商法の手
口を分かりやすく紹介する
効果的な取組

大学祭啓発イベント　３大学
（平成２８年１１月５日、６日、１８日）

公開収録イベント（平成２８年１２月３日）
ネット動画配信（平成２９年１月）

3-3
大学生等が集まる機会を
活用した出前講座

４７回　【再掲】
（16校、受講者数7,054人）

新入社員向け ７回　【再掲】
(7社、受講者数 307人）

１０月３万部増刷

東京都消費生活フェイスブック、東京都消費生活行政ツイッターを活用
し、消費者団体や事業者団体等が実施する消費者教育・啓発事業に係
る情報、消費者教育教材に係る情報を発信

テ
ー

マ

番
号 施策名

取組実績（平成２８年１２月）

主な取組

地域で見守り活動を行っている方等に消費者問題に関する体系的な知
識を習得する機会を提供するため、消費者問題マスター講座に「区市町
村優先枠」を設け、区市町村を通じて申込みのあった受講生の受入れを
実施

平成25年度から平成27年度までモデル事業を実施した延べ21区市27
事業の成果を年度内に取りまとめ

区市町村の消費生活行政担当課長会において、消費者団体連絡会等
を活用した協議会の設置方法を提案

＜具体的な取組＞

世
代

番
号 施策名

取組実績（平成２８年１２月）

主な取組

2
　
区
市
町
村
へ
の
支
援

2-1
区市町村の消費者教育
推進への支援

多摩消費生活センターにおいて、多摩地区の市町村と共催して消費生
活講座を開催するとともに、必要に応じて講座企画に関する情報提供等
を実施

自前の出前講座を実施している区市町が当該自治体においてテーマ、
日程、対象者等調整が困難な場合に、都が東京都消費者啓発員（コン
シューマー・エイド）を派遣し、講座の実施を支援

3
　
若
者
の
消
費
者
被
害
の
防
止

若者向け悪質商法被害防止キャンペーンの実施（啓発用ポスター掲
示・リーフレット配布、高校卒業生へ啓発用ノートの配布、悪質商法を
テーマとした漫才・コントの動画公開、交通広告の実施、映画館・自動車
学校でのＣＭ上映、着ぐるみによる啓発活動、特別相談「若者のトラブル
１１０番」の実施等）

悪質商法をテーマに芸人が作った漫才・コントをネット動画で公開する消
費者教育を実施

大学の新入生ガイダンスやイベント等に東京都消費者啓発員（コンシュー
マー・エイド）等を講師として派遣し、消費者トラブルの事例や対処法を紹
介。
また、大学の教職員と連携し、授業・ゼミ単位で消費者被害防止のため
の出前講座を実施【再掲】

3-4
新社会人向け消費者教
育教材の提供や出前講

座

企業の新入社員研修等に、東京都消費者啓発員（コンシューマー・エイ
ド）を講師として派遣　【再掲】

新たに社会人となった若者等に向けて、悪質商法、消費者トラブル、くら
しに役立つ知識をまとめた「飯田橋四コマ劇場」（若者向け消費者読本）
を企業等の新入社員研修等で活用してもらえるよう提供

ライフステージごとの取組 



回数・時期等実績

3-5
ホームページ「東京くらし
ＷＥＢ」による消費生活関
連情報の提供

アクセス数：約５８万件

4-1
高齢者悪質商法被害防
止キャンペーン 平成２８年９月

4-2
高齢者見守り人材向けの
出前講座

２２０回
（受講者数　5,791名）

4-3
高齢者が集まる機会を利
用した出前講座・出前寄
席

出前講座６４回
（受講者数　2,327人)

出前寄席　２０７回
(参加者数　14,605人)

平成２８年９月～１２月

通年で配布

4-5
生活協同組合等と連携し
た高齢者向け消費者教育
セミナーの実施

１回
（受講者数　67名）

平成２８年１１月
延べ来場者数4,630人

本所防災館ゴールデンウィークこどもぼう
さいたいけん（平成２８年５月）
丸の内キッズジャンボリー
（平成２８年８月）
くらしフェスタ東京（平成２８年１０月）
子育て応援Tokyoプロジェクト
（平成２８年１０月、１２月）
小池知事と語る東京ﾌｫｰﾗﾑ（平成28年
12月）

5-2
子育て支援団体等との
ネットワークを活用した啓
発

平成２８年１１月
延べ１４回

5-3
幼児等を対象とした事故
防止ガイドの活用等

平成２８年８月
４万部配布

平成２８年１０月
1万５千部増刷

東京都生活協同組合連合会との協働事業として、高齢者の消費者被害
防止をテーマとした講演会等を企画・実施

世
代

番
号 施策名

取組実績（平成２８年１２月）

主な取組

レスポンシブデザインの特徴を生かし、スマートフォンでもパソコンでも「見
やすい」「使いやすい」情報発信を実施

5
　
子
供
の
安
全
確
保

5-1
子供の事故防止に向けた
情報発信・普及啓発

・キッズデザイン協議会、東京都立産業技術研究センター、産業技術総
合研究所との共催により、子供の安全に配慮した商品見本市「セーフ
ティグッズフェアwithサイエンスアゴラ２０１６」を開催し、安全・安心なデ
ザインで開発された商品の展示、販売のほか、企業向け、親子向けセミ
ナー等を実施
・展示商品等について東京くらしＷＥＢで紹介

子育て世代が多く集まる各種イベント、東京消防庁防災館、区市町村が
開催する消費生活展等と連携し、家の中の危険や子供服の安全性など
子供の事故防止に関する模型・パネル等を活用して、より多くの保護者
や子供に体験型の啓発を実施

「セーフティグッズフェアwithサイエンスアゴラ２０１６」において、親子で楽
しく安全・安心について学べる体験型ワークショップやセミナーを実施

ヒヤリ・ハット調査に基づき、「乳幼児の家庭内の水回り事故防止ガイド」
を作成し、都内の保育所、幼稚園、保健所等へ配布、「東京くらしＷＥＢ」
等で配信

4
　
高
齢
者
の
消
費
者
被
害
の
防
止

高齢者悪質商法被害防止キャンペーンの実施（啓発用ポスター・リーフ
レットの配布、介護事業者に「高齢者被害１１０番」「高齢者見守りホットラ
イン」の電話番号を掲載したステッカーの配布、新聞広告・交通広告の
実施、広報誌への広告掲載、高齢者被害特別相談の実施）

ホームヘルパー、ケアマネージャー等の介護事業者や民生・児童委員な
ど、高齢者を見守る立場の人を対象に、高齢者が被害に遭いやすい消
費者トラブルや被害発見のポイント、対処方法などを内容とする講座を実
施

介護施設、老人会、町内会等において、東京都消費者啓発員（コン
シューマー・エイド）派遣による出前講座、大学落語研究会及び社会人
ボランティアによる出前寄席の実施

4-4
高齢者向けに悪質商法の
手口等を分かりやすく紹
介する効果的な取組

宅配事業者等と連携し、高齢者世帯等に悪質商法に関するリーフレット
を届け、注意喚起を実施

退職期前後のシニア世代向けに、悪質商法の手口や対処法等を４コマ
漫画でわかりやすく学べる消費者教育読本を啓発資料として幅広く提供


